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１． 16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4月 1日～平成 16 年 3月 31 日) 
(1)経営成績                                      （注）百万円未満は切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円           ％ 百万円          ％ 百万円           ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

247,484         0.3 
246,835         4.3 

4,669       14.9 
4,063          - 

6,876        31.0 
5,246           - 

 
 

当期純利益 1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円      ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

2,983    74.2 
1,712       - 

8.38 
4.71 

- 
- 

2.5 
1.4 

2.4 
1.8 

2.8 
2.1 

(注) ①期中平均株式数 16 年 3 月期 356,216,270 株             15 年 3 月期 357,078,076 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 

配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

5.00 
3.50 

1.50 
0.00 

3.50 
3.50 

1,772 
1,249 

59.7 
72.9 

1.5 
1.1 

(注) 16 年 3 月期期末配当金の内訳  記念配当 0 円 00 銭、 特別配当 0 円 00 銭 
 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

285,536 
289,758 

118,401 
118,667 

41.5 
41.0 

334.98 
332.36 

(注) ①期末発行済株式数   16 年 3 月期 353,458,299 株 15 年 3 月期 356,959,527 株 
    ②期末自己株式数     16 年 3 月期   3,710,388 株 15 年 3 月期     209,160 株 
 
２．17 年 3月期の業績予想(平成 16 年 4月 1日～平成 17 年 3月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

105,000 
212,000 

3,500 
6,800 

1,300 
3,200 

未定 
――― 

――― 
未定 

――― 
未定 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  9 円 05 銭 

 
 
中間配当金および期末配当金につきましては、今後の当社業績および事業環境を見極めて決定いたします。 
 
（注記） 
前述の業績見通し等に記載されている各数値は、実績数値を除き当社の経営者が現時点で判断する一定の前提および
仮定に基づき算定しております。内在する仮定及び状況の変化等により、実際の業績等が見通しの数値と異なること
があり得ますことをご承知おき下さい。 
なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信（連結）添付資料８ページをご参照下さい。 
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製品別売上高明細表および受注実績 

 

１．製品売上高         (  )内は売上構成比 
参        考 

15年9月中間期(C) 16年3月下半期(D) 
自 平成15年4月 1日 自 平成15年10月 1日 

 １６年３月期(A) 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

１５年３月期(B) 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

（Ａ） 
／ 

   （Ｂ） 至 平成15年9月30日 至 平成16年 3月31日 

（Ｄ） 
／ 

   （Ｃ） 
      ％   百万円      ％   百万円    ％      ％   百万円     ％    百万円 ％ 

（   ４７ ） （   ４４ ）  （   ４８ ） （   ４７ ）   高級金属製品 
１１６,７４４ １０９，１７１ １０７ ５６,７６１ ５９,９８３ １０６ 

（   １６ ） （   １４ ）  （   １５ ） （   １６ ）  電子・情報部品 ３８,８０６ ３４，０１１ １１４ １７,９１３ ２０,８９２ １１７ 
（   ２１ ） （   ２０ ）  （   ２１ ） （   ２１ ）  自 動 車 用 

高級鋳物部品 ５１,８６２ ４９,１７４ １０５ ２５,４３６ ２６,４２５ １０４ 
（   １６ ） （   ２２ ）  （   １６ ） （   １６ ）  設備･建築部材 ４０,０７０ ５４,４７８ ７４ １９,０２４ ２１,０４５ １１１ 
（１００ ） （１００ ）  （１００ ） （１００ ）  合 計 ２４７,４８４ ２４６,８３５ １００ １１９,１３６ １２８,３４８ １０８ 

２．製品別輸出売上高                                                                 （  ）内は輸出比率 

参        考 
15年9月中間期(C) 16年3月下半期(D) 
自 平成15年4月 1日 自 平成15年10月 1日 

 １６年３月期(A) 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

１５年３月期(B) 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

（Ａ） 
／ 

   （Ｂ） 至 平成15年9月30日 至 平成16年 3月31日 

（Ｄ） 
／ 

   （Ｃ） 
      ％   百万円      ％   百万円    ％      ％   百万円     ％    百万円 ％ 

（   ３０ ） （   ３１ ）  （   ３０ ） （   ３０ ）  高級金属製品 
３５,４４８ ３３,５７６ １０６ １７,１８１ １８,２６７ １０６ 

（   ４５ ） （   ４０ ）  （   ４３ ） （   ４８ ）  電子・情報部品 １７,６３３ １３,７６９ １２８ ７,６３４ ９,９９８ １３１ 
（   １１ ） （   １２ ）  （   １２ ） （    ９ ）  自 動 車 用 

高級鋳物部品 ５,４４９ ６,０９１ ８９ ３,０２３ ２,４２６ ８０ 
（      １ ） （      １ ）  （      １ ） （    １ ）  設備･建築部材 ５３４ ５８２ ９２ ２５４ ２７９ １１０ 
（   ２４ ） （   ２２ ）  （   ２４ ） （   ２４ ）  合 計 ５９,０６５ ５４,０１９ １０９ ２８,０９３ ３０,９７２ １１０ 

３．受注実績                     （  ）内は受注構成比 

参        考 
15年9月中間期(C) 16年3月下半期(D) 
自 平成15年4月 1日 自 平成15年10月 1日 

 １６年３月期(A) 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

１５年３月期(B) 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 

（Ａ） 
／ 

   （Ｂ） 至 平成15年9月30日 至 平成16年 3月31日 

（Ｄ） 
／ 

   （Ｃ） 

      ％   百万円      ％   百万円    ％      ％   百万円     ％    百万円 ％ 
（１００ ） （１００ ）  （ １００ ） （ １００ ）  受 注 高 

２４４,５７９ ２３９,４４１ １０２ １１７,０５８ １２７,５２０ １０９ 
（   ２４ ）  （   ２４ ）   （   ２３ ） （   ２５ ）  輸 出 

５８,５４７ ５８,０１７ １０１ ２７,２９８ ３１,２４８ １１４ 
（   １３ ） （   １８ ）  （   １４ ） （   １１ ）  

内 

訳 設 備 ・ 
建築部材 ３０,８１２ ４３,３７０ ７１ １６,７２１ １４,０９１ ８４ 

受 注 残 高 ３７,８２８ ４０,７３３ ９３ ３８,６５６ ３７,８２８ ９８ 

 

 
 
 
 



 3

貸  借  対  照  表 
 

（単位：百万円） 

区  分 

１６年 
３月期末(Ａ) 
(平成１６年 

３月３１日現在) 

１５年 
３月期末(Ｂ) 
(平成１５年 

３月３１日現在) 

(A)－(B) 区  分 

１６年 
３月期末(Ａ) 
(平成１６年 

３月３１日現在) 

１５年 
３月期末(Ｂ) 
(平成１５年 

３月３１日現在) 

(A)－(B) 

(資 産 の 部 ) 

 流 動 資 産 125,506 128,422  △2,915 

（負 債 の 部 ) 

 流 動 負 債  80,976  82,184  △1,207 
現金及び預金 3,529 6,886 △3,357 買 掛 金 25,533 27,159 △1,625 
受取手形及び売掛金 39,429 35,694 3,735 短 期 借 入 金 29,131 15,810 13,321 

完成工事未収入金 2,547 13,130 △10,583 
一年以内に返済すべき 
長 期 借 入 金 ― 5,510 △5,510 

有 価 証 券 1,004 4,006 △3,002 1 年以内償還の社債 8,900 16,000 △7,100 
た な 卸 資 産 34,315 34,100 215 未払法人税等 59 62 △2 
関係会社預け金 22,098 20,254 1,844 未 払 費 用 8,365 7,827 538 
繰延税金資産 6,614 5,386 1,228 前 受 金 1,727 4,871 △3,143 
その他の流動資産 16,041 9,076 6,965 その他の流動負債 7,258 4,943 2,315 
貸 倒 引 当 金 △74 △114 40     

     固 定 負 債  86,157  88,906  △2,748 
 固 定 資 産 160,029 161,335  △1,305 社 債 29,000 32,900 △3,900 
有形固定資産  74,622  85,224 △10,601 長 期 借 入 金 35,000 31,000 4,000 
建物及び構築物 22,774 24,432 △1,657 退職給付引当金 18,814 24,717 △5,902 
機械装置及び運搬具 26,269 35,372 △9,103 役員退職慰労引当金 251 256 △5 
工具器具備品 1,501 1,709 △208 その他の固定負債 3,091 32 3,059 
土 地 20,937 21,020 △82     
建 設 仮 勘 定 3,138 2,688 450 負 債 合 計 167,134 171,090 △3,956 

        
無形固定資産   1,618   1,623      △5 (資 本 の 部)    

    資 本 金  26,283  26,283       ― 
投 資 等  83,789  74,487    9,301     
投資有価証券 1,720 826 893 資 本 剰 余 金  36,699  36,699       ― 
関係会社株式 49,113 34,254 14,859 資 本 準 備 金 36,699 36,699 ― 
長 期 貸 付 金 8,358 11,786 △3,428     
繰延税金資産 22,132 24,053 △1,921 利 益 剰 余 金  56,834  55,665    1,168 
その他の投資等 2,626 3,799 △1,172 利 益 準 備 金 6,570 6,570 ― 
貸 倒 引 当 金 △162 △231 69 任 意 積 立 金 45,339 45,498 △158 

    当期未処分利益 4,923 3,596 1,327 
        

    その他有価証券 評 価 差 額 金      61      86     △25 

        
    自 己 株 式 △1,477    △68  △1,409 

        
    資 本 合 計 118,401 118,667 △265 

資 産 合 計 285,536 289,758 △4,221 負債及び資本合計 285,536 289,758 △4,221 
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損  益  計  算  書 

  （単位：百万円） 

16年3月期(A) 15年3月期(B) 

自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日 

至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日 

 
 

 
金 額 売上比 金 額 売上比 

(Ａ)－(Ｂ) 

（Ａ） 

／ 

（Ｂ）

【 経 常 損 益 の 部 】   ％ ％  

営 業 損 益 の 部      
   売 上 高 247,484 100.0 246,835 100.0 649 100 

 売 上 原 価 212,860 86.0 212,614 86.1 246 100 

 販売費及び一般管理費 29,953 12.1 30,157 12.2 △204 99 

   営 業 利 益 4,669 1.9 4,063 1.6 606 115 

営 業 外 損 益 の 部       

 営 業 外 収 益 7,675 3.1 6,091 2.5 1,584 126 

( 受取利息及び配当金) (  4,816)  (  2,698) (   2,118) ( 179) 

( 雑    収    益 ) (  2,859)  (  3,393) (   △534) (  84) 

 営 業 外 費 用 5,468 2.2 4,907 2.0 561 111 

 （支払利息及び割引料） (  1,423)  (  1,486) (    △63) (  96) 

( 雑    損    失 ) (  4,045)  (  3,421) (     624) ( 118) 

   経 常 利 益 6,876 2.8 5,246 2.1 1,630 131 

【 特 別 損 益 の 部 】        

 特 別 利 益 2,501 1.0 3,850 1.6 △1,349 65 

（ 固 定 資 産 売 却 益 ） (  1,718)  (  1,219) (     499) ( 141) 

(関係会社株式売却益) (    783)  (   ――) (     783) (――) 

 (厚生年金代行返上に伴う 
  退職給付引当金取崩益) (   ――)  (  2,223) ( △2,223) (――)

（ 関 係 会 社 清 算 益 ） (   ――)  (    406) (   △406) (――)

 特 別 損 失 5,394 2.2 5,487 2.2 △93 98 

 （会計基準変更時差異償却に 
よる退職給付引当金繰入額） (  2,238)  (  2,225) (      13) ( 101) 

 （事業構造改革特別損失） (  2,616)  (   ――) (   2,616) (――)

（過年度賞与負担社会保険料）  (    539)  (   ――) (    539) (――) 

（確定拠出年金制度移行に伴う損失） (   ――)  (  3,261) ( △3,261) (――)

税 引 前 当 期 純 利 益 3,983 1.6 3,609 1.5 374 110 

法人税､住民税及び事業税 292  168  124 174 

法 人 税 等 調 整 額 708  1,729  △1,021 41 

当 期 純 利 益 2,983 1.2 1,712 0.7 1,271 174 
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利  益  処  分  案 
 

                                                （単位：百万円） 

項       目 １６年３月期 １５年３月期 
当 期 未 処 分 利 益        4,923        3,596 

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額          152          172 
固定資産圧縮積立金取崩額            3            3 

合 計        5,079        3,772 
  これを次のとおり処分します。 

利 益 配 当 金        1,237        1,249 
(１株につき３．５円)   
取 締 役 賞 与 金         ――           30 
特 別 償 却 準 備 金         ――            9 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金         ――            8 
次 期 繰 越 利 益        3,842        2,475 

 
 
(会計処理基準に関する事項) 
 
１．重要な資産の評価方法及び評価基準 
(1)有価証券 
 ・関係会社株式 ････････ 総平均法による原価法 
 ・その他の有価証券 
  時価のあるもの ･････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 
    時価のないもの ･････ 総平均法による原価法 
  (2)デリバティブ･････ 時価法 
  (3)たな卸資産 

・ 製品、半製品、仕掛品 ･･･････････ 総平均法又は個別法に基づく低価法 
・ 材  料 ･････････････････････････ 移動平均法に基づく低価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 ･････ 定率法によっている。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除 

く）は定額法によっている。 
(2)無形固定資産 ･････ 定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく 

定額法によっている。 
 
３．重要な引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 ･･･････････ 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上している。 

(2)退職給付引当金 ･･･････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上している。なお、会計基準変更時差異（ 14,574百万円）は５年による
按分額を費用計上している。また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間による定額法により、翌事業年度から費用処理している。過去勤務債務は、
その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理している。 

 
当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成１５年４月に退職一時金制度の一部につい
て確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会
計基準適用指針第1号）を適用している。当移行に伴う影響額は、前事業年度に特別損失
として3,261百万円計上されている。 

 
(3)役員退職慰労引当金 ････ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社規定に基づく期末要支給見積額を計上して

いる。 
 
４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 
５．消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
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  [貸借対照表に係る注記]                             16 年 3 月期末           15 年 3 月期末 
１．有形固定資産減価償却累計額       213,119 百万円  214,548 百万円 
２．担保に供している資産                              ― 百万円               ― 百万円 
３．保証債務          30,980 百万円   33,355 百万円 
４．受取手形裏書譲渡高                                ― 百万円     41 百万円 
５．手形信託契約に基づく債権譲渡高         1,440 百万円    2,108 百万円 
６．会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総数 
   授権株式数  普通株式 500,000,000株 500,000,000株 
   発行済株式数 普通株式 357,168,687株 357,168,687株 
７．当社が保有する自己株式の数 普通株式 3,710,388株 209,160株 

 
[損益計算書に係る注記] 
特別利益・特別損失内訳 
①固定資産売却益   1,718百万円は、土地・建物の売却益である。 
②関係会社株式売却益   783百万円は、連結子会社、日立ツール㈱及び㈱アルキャストの株式売却に係る利益である。 
③事業構造改革特別損失   2,616百万円は、特別退職金及び環境事業の構造改革に伴う費用･資産処分損等である。 
④過年度賞与負担社会保険料   539百万円は、前事業年度の賞与分社会保険料を特別損失に計上したものである。 

 
以 上 
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役  員  の  異  動 

 
 
１．取締役の異動    なし 
 
 
２．代表執行役の異動  なし 
 
 
３．執行役の異動 （平成１６年６月２２日付） 

＊昇格予定執行役 
氏  名 異動前 異動後 

原藤 和敬（はらとう かずのり） 執行役 執行役常務 

 
 
４．事業役員の異動（平成１６年４月１日付） 

＊ 昇格事業役員 
氏  名 異動前（委嘱業務） 異動後（委嘱業務） 

三村 光男（みむら みつお） 事業役員 
（経営企画室長） 

事業役員常務 
（経営企画室長） 

 
 
＊ 新任事業役員 

氏  名 異動前（委嘱業務） 異動後（委嘱業務） 

芦田  寛（あしだ ゆたか） 関西支店長 事業役員 
（関西支店長） 

 
 

以 上 
 

 


